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研究成果の概要(800字以内):

研究成果:
別紙((成果報告書(研究成果一覧))に記入

その他、研究成果として特記すべき事項:
民主党政権は当初、自民党政権時代の政策決定方式を大きく見直すことを試みたが、最終的に野田内閣の下で政策決定方式は自民党政権に近いも
のとなった。この背景には制度的要因がある。すなわち日本の統治制度のもとでは国会の議事運営について内閣が関与することが困難で、国会の自律
性が強く、潜在的には委員長や委員会の理事が法案の審議のあり方を決める上で強い影響力を持っているため、法案の成立を確実にするためには事
前に与党議員の法案に対する支持を確認する必要が生じることになる。

Effects of 2009 Regime Change on Policy Formulation
政権交代が政策の継続性に及ぼす影響に関する研究

政権交代後、鳩山内閣は政策決定の内閣一元化を試み、政策調査会を廃止、首相の政策決定過程における指導力を強化するため国家戦略室を設置
した。しかしながら、鳩山内閣は、内閣提出法案の多くを成立させることができず、政策決定過程は停滞した。菅内閣は政策調査会を復活させ、政策調
査会長を閣僚として入閣させる。その後、野田内閣は法案に対して政策調査会長の事前の承認を得た上で、政府・民主三役会議で最終決定する方法
を採り、自民党政権時代に近い形に戻る。予算編成に注目すると自民党政権の下で、財務省と各省庁・族議員が協調しながら予算が編成されていた。
鳩山内閣は予算編成に際し、国家戦略室や行政刷新会議を活用するが、小沢幹事長が最終的には「重要要点」を提出し、まとめる。菅内閣では内閣
官房が調整役を担った。鳩山・菅両内閣の下、公共事業が削減される一方、社会保障関連費が増大する。野田内閣では財務省が予算編成で中心的な
役割を担い、政権発足後、停止されていた公共事業プロジェクトが再開された。
　税制については自民党政権時代には財務省及び自民党税制調査会が大きな役割を果たした。鳩山内閣のもとでは党税調にかわり政府税制調査会
が大きな役割を果たす。菅内閣は法人税減税を実現する一方、社会保障と税の一体改革の議論を始める。野田内閣は菅内閣から一体改革を引き継
ぎ、消費税率の10%引上げを柱とする一体改革を実現した。
　外交政策については鳩山内閣の下では、合意していた普天間飛行場の辺野古移設のかわりに県外移設を模索したため、日米関係が混迷した。菅内
閣はアメリカとの協調関係再構築に努め、TPP交渉に参加する姿勢を示す一方、沖縄振興自主戦略交付金を整備し、沖縄との関係の緊密化にも努め

た。野田内閣も菅内閣の基本的姿勢を踏襲し、TPP交渉参加に備え、事前交渉を始める一方で、普天間飛行場移設のために必要な手続きを進めた。

本研究の目的は2009年の政権交代が政策決定のあり方や日本の国内政策や外交・安全保障政策の継続性に対する影響を分析することである。

　政権交代が日本の内外主要政策に及ぼした影響ついては、すでに多くの研究者の関心を集めている。多くの研究は民主党が2009年のマニフェスト
で打ち出した政策決定の変更を達成できなかったことに合意している。政策の内容については、見解が分かれる。一部の研究は大きな政策変更がなさ
れたと主張する一方、他の研究は、全般的に見れば、大きな政策変更はなされなかったと論じる。ただ、政策決定方法の変更が困難だった理由につい
てはさらに分析する余地がある。また、内外の一部の政策分野を取り上げているに過ぎず、政策過程も詳細に解き明かしているわけではない。
　本研究はこれまでの研究をふまえ、民主党が政策決定方法をいかに変更させようと試みたのか明らかにし、政策決定変更が困難だった理由について
分析する。その際、特に我が国の統治制度が及ぼした影響に着目し、分析する。また、国内経済政策や外交・安全保障政策のいくつかに注目し、政権
交代が政策の継続性あるいは変容に及ぼした影響について探る。
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Global Asia, Volume 8,
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2013 -
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Asia-Pacific Review, Volume 20,
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2013 146 - 156
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JCIE

2015
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JCIE

2015 -
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Japan Colloquium: Shorenstein Asia Pacific
Research Center
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Shorenstein Asia
Pacific Research
Center, Stanford
University


	成果報告書(本文)
	成果報告書(研究成果一覧)

